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研究成果の概要（和文）：2000年代にみられたトルコの「民主化」過程において、従来軍の影響下に置かれその
政治への関与を実質的に保障・容認してきた司法機関（とくに憲法裁判所）が、軍から自律し「民主化」の進展
に寄与するに至ったメカニズムを解明した。その結果、憲法裁判所は歴史的に必ずしも軍の影響下にあり続けて
いたわけではないこと、軍の憲法裁判所への影響力行使は裁判官人事権の所在が重要な背景であったこと、そし
て憲法裁判所によるEU加盟プロセスの文脈における「民主化」の肯定が軍からの自律を決定づけたことが明らか
となった。

研究成果の概要（英文）：This study examined the mechanism of the Constitutional Court's contribution
 to the "democratization" in Turkey in the 2000's - the Court had been placed under the influence of
 the military and had guaranteed and accepted its involvement in politics before the "
democratization" process. As a result, three significant points are explained: 1) the Constitutional
 Court has not always been under the influence of the military, 2) exercising the influence of the 
military on the Constitutional Court was based on its power over the personnel matters of the 
judges, and 3) the Constitutional Court's support for "democratization" in the context of the EU 
accession process determined its autonomy from the military.

研究分野： 地域研究
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 現代トルコ政治の特徴のひとつに、軍の政
治への積極的な関与が挙げられる。1923 年の
共和国成立以降、軍は 1960 年・1971 年・1980
年の 3回にわたりクーデタを起こし、1997 年
などには明示的な政治介入をおこなった。ま
たこれらに加え、軍はクーデタや介入に頼ら
ない政治への関与の手段として、司法機関を
利用してきた。とくに、違憲審査や政党閉鎖
裁 判 を お こ な う 憲 法 裁 判 所 （ Anayasa 
Mahkemesi）は軍の有力なパートナーとして
機能し、軍の求める方針（「アタテュルク主
義」など）に適さない法律や政党の存在を封
じ込めてきた。 
 しかし、2000 年代にいわゆる「民主化」が
進展して以降、憲法裁判所はこれを支持し、
かつてのように軍の方針を擁護することは
なくなった。はたしてこうした憲法裁判所の
転換はなぜ生じたのだろうか。また、「民主
化」進展そのものにおいて憲法裁判所はどの
ような役割を担ったのだろうか。 
 
２．研究の目的 
本研究は、2000 年代において大幅に進展し

たトルコの民主化を「文民優位のかたちでの
政軍関係の安定の実現」ないし「政治の文民
化（civilianization of politics）」という
視点からとらえたうえで（以降「民主化」と
表記）、従来軍の影響下に置かれその政治へ
の関与を実質的に保障・容認してきた司法機
関が、軍から自律し「民主化」の進展に寄与
するに至ったメカニズムを明らかにするこ
とを目的とする。 
 ここでは、論点をより明確にするため、
1980 年クーデタおよびその後の軍政期（1980
年～1983 年）以降において、司法機関と軍と
の関係にとりわけ大きな変化が見られた
2007 年から 2010 年に注目する。また、司法
機関のなかでもとくに軍の政治関与とかか
わりの深い憲法裁判所を中心に取り上げ、分
析をおこなう。 
 
３．研究の方法 
 本研究においては、「民主化」や政軍関係、
司 法 （ と り わ け 「 司 法 の 政 治 化
（politicization of the judiciary）」分野）
などの既存の関連研究を精査することはも
ちろん、トルコ憲法裁判所の判決文や人事状
況に関するデータ、欧州司法裁判所（Court of 
Justice of the European Union）やヴェニ
ス委員会（Venice Commission）を含む EU 関
係組織の資料、さらにクーデタ後の軍事政府
の議事録を重要な資料として扱い、これらに
基づいた研究をおこなった。 
また、現地調査もトルコ・イスタンブルや

EU 諸国（ドイツ・ベルリン・カールスルーエ、
イギリス・ロンドン、フランス・ストラスブ
ール、ルクセンブルク）にて複数回実施し、
そこでは現地でのみ収集可能な資料の入手
をおこなうとともに、関連分野研究者・法曹

関係者へのインタビュー調査もおこなった。 
 
４．研究成果 
 本研究において明らかにした点は、おおき
く以下の 3点にまとめることができる。 
 
(1) 憲法裁判所は 1960 年クーデタ後の軍事

政府・1961年憲法によって設置されたが、
1980年クーデタまではそれ以降と比較し
て独立性の高い組織であった。そのため、
2000 年代の「民主化」進展によって憲法
裁判所が軍から自律を獲得したとみなす
よりも、1980 年クーデタから 2000 年代
まで軍の強い影響下に置かれていたと考
えるほうが妥当である。 
1961年憲法制定にかかわる軍事政府の議
事録によると、それ以前は司法府の独立
が立法府・執政府によって侵害され十分
に保障されていなかった状況が指摘され
ている。また、立法府・執政府の監視機
関の必要性は軍事政府の初期にはすでに
議論されていた。これらを受けて、1961
年憲法には法治国家の概念の導入に加え、
違憲審査機関としての憲法裁判所の設置
が規定された。 
しかし、1960 年代～1970 年代は、憲法裁
判所は必ずしも軍の影響下にあったわけ
ではなかった。とりわけ、1971 年クーデ
タ後には、戒厳令法の一部に違憲判決を
下し、また新設された国家安全保障裁判
所（Devlet Güvenlik Mahkemesi）に対し
てはこれを違憲として閉鎖の決定をおこ
なうなど、軍の方針との相違・対立がみ
られる。 

 
(2) 1980 年クーデタ後の軍と憲法裁判所の

「パートナー化」は、1982 年憲法下にお
ける司法機関の人事をとおしておこなわ
れた。これは、クーデタを主導したエヴ
レン参謀総長（Kenan Evren）が 1983 年
の民政移管後に大統領に就任したこと、
そして司法機関人事に大統領が非常に大
きな権限を有していたことが最大の要因
である。しかし一方で、このような大統
領の人事権をとおしたは軍の影響力の行
使は、大統領が「文民化」されたことに
より、司法機関における軍の影響力の低
下を導くこととなった。 
軍の最初の直接的な憲法裁判所人事への
関与は、軍事政府期に当時空席となって
いた裁判官 4 名を選出したことにみられ
る。当時は正規の憲法裁判所裁判官の人
数は 11 名であったことから、軍事政府は
その 3 分の 1 以上を直接決定したことに
なる。またその 4 名の裁判官のうち、オ
ズメルト（Semih Özmert）とジュフルク
（Mahmut Cuhruk）はのちに長官職に就い
た点も注目に値する。 
そして民政移管後には、憲法裁判所裁判
官の選出は全員（正規 11 名・予備 4名）



が大統領によるものとなった。これは、
1961 年憲法下では大統領は正規裁判官
15名のうち2名しか選出できなかったこ
とと比較すると、きわめて大きな変化で
あり、元参謀総長であるエヴレンが大統
領となっていたことで軍の人事への関与
を保障するものとなった。 
また、憲法裁判所の重要な任務のひとつ
である政党閉鎖裁判は、軍の方針に合致
しない政党を排除する手段となっていた。
とくに、1961 年憲法下で軍の影響下にあ
った上院によって選出されたオズデン
（Yekta Güngör Özden）、そしてエヴレン
大統領によって憲法裁判所裁判官に選出
されたセゼル（Ahmet Necdet Sezer）は、
ともに長官を務めた時期には高い割合で
政党閉鎖判決を下している（表 1を参照）。
のちにオズデンは有力な NGO であるアタ
テュルク主義者思想協会の会長に、セゼ
ルは第 10 代大統領に就任したことも、留
意すべき点である。 

 
  表 1：憲法裁判所長官とその在任期間に

おける政党閉鎖裁判件数（1982 年～2017
年、閉鎖/提訴） 

長官名 在任期間 件数 
ボヤジュオール 82.8–85.4 1/6 
オズメルト 85.4–86.7 - 
オナル 86.7–88.3 - 
ジュフルク 88.3–90.3 0/2 
ダルジュオール 90.3–91.5 - 

オズデン 
91.5–95.5/ 
95.5–97.12 

13/15 

セゼル 98.1–00.5 2/2 
ブミン 00.5–05.6 2/9 
トゥージュ 05.7–07.6 - 
クルチ 07.10–15.2 1/4 
アルスラン 15.2–現在 (1) 

Source: The website of the 
Turkish Constitutional Court 
(http://www.anayasa.gov.tr/). 

 
  しかしこのような傾向も、2002 年に公正

発展党（Adalet ve Kalkınma Partisi, 
AKP）が単独政権の座に就いて以降、さ
らには 2007 年に同党出身のギュル
（Abdullah Gül）が大統領に就任して以
降、変化がみられるようになった。とり
わけ、1980 年代～1990 年代にありなが
ら軍としばしば対立したオザル大統領
（Turgut Özal）によって憲法裁判所裁
判官に任命されたクルチ（Haşim Kılıç）
は、次項にみるように、長官職に就いて
から「民主化」進展に重要な貢献を果た
した。 

 
(3)「民主化」を推進し軍の政治における影

響力の排除をすすめてきたAKPに対する
政党閉鎖裁判は、クルチ長官のもと下さ
れた判決によって、訴えは退けられた。

閉鎖の是非をわける焦点はAKPの親イス
ラーム性であり、従来の軍の方針にした
がえば憲法裁判所はAKP閉鎖の判決を下
すことが見込まれたが、判決文ではむし
ろ AKP の「民主化」と EU 加盟に向けた
諸改革の実現といった実績が肯定的に
評価され、憲法裁判所による「民主化」
の肯定と軍からの明確な自律を示すも
のとなった。 
このような憲法裁判所の軍との関係性
の変化は、司法がトルコにおける「民主
化」を決定づけたことを意味する。また、
この判決の背景にあるものがAKPに対す
る無条件の支持ではなく「EU 加盟に向け
た『民主化』」に対する支持であったこ
とは、2014 年に AKP 政権が司法人事への
介入を制度化し司法府の独立を制限し
た「『民主化』の後退」以降の AKP への
憲法裁判所の厳しい対応にも表れたと
いえる。 

 
 本研究によってこれらの点を明らかにし
たことは、トルコの「民主化」における司法
府の役割や軍と司法府の関係などについて
の国内外の研究に、裁判所人事を経由した影
響力の行使や裁判官自身の背景、そして EU
関係組織やその思想の重要性を示したとい
う点で意義が大きい。また、本研究によって
憲法裁判所による AKP 閉鎖裁判判決や 2014
年以降のAKPへの対応変化の背景が説明され
たことは、現代トルコ政治を理解するうえで
もきわめて有益である。そして、「司法の政
治化」に関する研究に対しては、本研究は司
法府の独立性と人事・思想の関係という重要
な視角を提示した点が大きな貢献である。 
 さらに、本研究の成果をふまえて、トルコ
における司法府・立法府・執政府間の権力分
立状況の変化を分析する際の有益な視点を
えることができた。とりわけ、2017 年 4月に
実施された国民投票での承認をうけて、議院
内閣制から大統領制への移行が予定される
なか、執政府の権力が肥大化するかたちで三
者間のバランスが著しく変化している点は、
人事・思想の側面から考察することが効果的
であると考えられる。このような展望をえる
ことができた点は、本研究からのさらなる研
究展開の可能性として評価できるだろう。 
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